様式第２号（第５条関係）
誓約書及び同意書

廿日市市宿泊施設事業継続支援金を申請するに当たり、下記の内容については間違いありません。
この誓約書及び同意書に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

また、貴職において必要と判断した場合に、当方の個人情報を関係行政機関（国、広島県、市町、警察など）に提供することについて同意します。
記
1. 令和３年７月３１日以前から廿日市市内に宿泊施設を開設し営業しており、今後も事業を継続する意思があります。

2. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員であるものには該当しません。また、それらと密接な関係にありません。

3. 市税の滞納はありません。

4. 宗教活動又は政治活動が主たる目的ではありません。

5. 法令又は公序良俗に反する、又は反するおそれはありません。

6. 関係行政機関から申請書類に記載された情報の提出を求められた場合には、提供することに同意します。
廿日市市新型コロナウイルス感染症対策
産業振興実行委員会　実行委員長　様
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備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

